
能美市財政事情の作成及び公表に関する条例に基づき、平成24年10月1日から平成25年3月31日までの財政事情を公表します。 人口 49,559人

なお、予算現額・収入済額・支出済額には、平成23年度から平成24年度へ繰り越した繰越明許費が含まれております。 世帯 17,101世帯

（表示単位未満は 四捨五入していますので、値が合計等と異なる場合があります。） 面積 83.85k㎡

報告数値は、平成25年3月31日時点の状況であるため、実際の決算とは異なります。

これは、平成24年度に属する予算の未収未払の整理を行う出納整理期間（平成25年4月1日～5月31日）に執行された数値が確定しないためです。

＜歳入予算の収入状況＞ （単位：千円、％） 市税の負担状況

予算現額 収入済額 収入率 1人当たり １世帯当たり

1 市税 7,538,000 7,482,522 99.3 1 市税 152,102円 440,793円

うち個人市民税 2,431,298 2,409,714 99.1 うち個人市民税 49,059円 142,173円

うち固定資産税 3,345,000 3,913,352 117.0 うち固定資産税 67,495円 195,603円

2 地方譲与税 211,738 211,738 100.0 ＊予算現額を人口で割ったもので記載しています。

3 利子割交付金 24,310 24,310 100.0

4 配当割交付金 10,814 10,814 100.0 市民1人当たりの歳出額

5 株式等譲渡所得割交付金 3,473 3,473 100.0 1人当たり

6 地方消費税交付金 466,193 466,193 100.0 1 議会費 4,171円

7 ゴルフ場利用税交付金 35,336 35,336 100.0 2 総務費 44,152円

8 自動車取得税交付金 63,701 63,701 100.0 3 民生費 151,097円

9 地方特例交付金 39,060 39,060 100.0 4 衛生費 30,402円

10 地方交付税 5,568,554 5,568,554 100.0 5 労働費 400円

11 交通安全対策特別交付金 6,207 6,207 100.0 6 農林水産業費 8,219円

12 分担金及び負担金 638,228 617,518 96.8 7 商工費 16,669円

13 使用料及び手数料 329,936 310,985 94.3 8 土木費 98,860円

14 国庫支出金 2,708,159 1,880,154 69.4 9 消防費 10,013円

15 県支出金 1,040,787 713,709 68.6 10 教育費 43,036円

16 財産収入 66,283 81,417 122.8 11 災害復旧費 10円

17 寄附金 34,414 13,762 40.0 12 公債費 73,301円

18 繰入金 116,277 96,276 82.8 13 諸支出金 12,154円

19 繰越金 334,267 334,268 100.0 14 予備費 161円

20 諸収入 457,155 242,702 53.1 歳出合計 492,647円

21 市債 4,722,200 201,900 4.3 ＊予算現額を人口で割ったもので記載しています。

歳入合計 24,415,092 18,404,599 75.4

■財産の状況

＜歳出予算の支出状況＞ （単位：千円、％）

予算現額 支出済額 支出率 23年度末 25年3月末

1 議会費 206,733 198,892 96.2 現在高 増 減 現在高

2 総務費 2,188,138 1,812,191 82.8 建物 238,674㎡ 9,049㎡ 3,499㎡ 244,224㎡

3 民生費 7,488,240 6,284,100 83.9 土地 2,351,327.00㎡ 52,405㎡ 2,255㎡ 2,401,477㎡

4 衛生費 1,506,693 1,420,544 94.3 有価証券 151,537千円 0千円 0千円 151,537千円

5 労働費 19,846 18,342 92.4 出資による権利 1,389,279千円 0千円 530千円 1,388,749千円

6 農林水産業費 407,325 272,765 67.0 基金 7,875,168千円 419,183千円 212,766千円 8,081,585千円

7 商工費 826,101 567,009 68.6 ＊道路・橋・河川・を除いて記載しています。

8 土木費 4,899,386 1,849,895 37.8

9 消防費 496,255 466,329 94.0

10 教育費 2,132,819 1,871,111 87.7 ■市債の状況

11 災害復旧費 500 0 0.0 （単位：千円）

12 公債費 3,632,718 3,232,691 89.0 23年度末 25年3月末

13 諸支出金 602,338 299,847 49.8 現在高 起債額 償還額 現在高

14 予備費 8,000 0 0.0 一般会計 26,765,478 201,900 3,214,630 23,752,748

歳出合計 24,415,092 18,293,716 74.9 国民健康保険 0 0

後期高齢者医療 0 0

介護保険（保険事業勘定） 210,000 70,000 140,000

 　〃 　（サービス事業勘定） 0 0

温泉事業 0 0

（単位：千円、％） 農業集落排水事業 476,816 15,000 42,040 449,776

予算現額 収入済額 収入率 支出済額 支出率 水道事業 5,941,559 9,000 265,828 5,684,731

国民健康保険 4,939,858 4,206,524 85.2 4,496,965 91.0 工業用水道事業 2,029,694 523,000 107,662 2,445,032

後期高齢者医療 483,800 426,008 88.1 441,282 91.2 公共下水道事業 20,104,092 470,300 1,066,627 19,507,765

介護保険（保険事業勘定） 3,702,000 3,453,024 93.3 3,398,937 91.8 病院事業 1,648,012 295,900,000 202,257,985 95,290,027

 　〃 　（サービス事業勘定） 11,300 12,704 112.4 10,029 88.8 計 57,175,651 297,119,200 207,024,772 147,270,079

温泉事業 13,000 12,831 98.7 6,677 51.4

農業集落排水事業 122,000 84,552 69.3 72,786 59.7

■一時借入金の状況

（単位：千円）

25年3月末

現在高

一般会計 1,500,000 500,000

（単位：千円、％） 国民健康保険 300,000 0

予算現額 収入・支出済額 収入・支出率 後期高齢者医療 35,000 0

収益的収入 766,200 726,043 94.8 介護保険（保険事業勘定） 300,000 0

　〃　支出 711,800 676,095 95.0  　〃 　（サービス事業勘定） 5,000 0

資本的収入 108,280 41,499 38.3 温泉事業 1,000 0

　〃　支出 535,350 441,719 82.5 農業集落排水事業 40,000 0

収益的収入 356,700 355,081 99.5 水道事業 - -

　〃　支出 307,800 291,877 94.8 工業用水道事業 150,000 0

資本的収入 295,000 279,000 94.6 公共下水道事業 400,000 0

　〃　支出 477,300 434,275 91.0 病院事業 200,000 0

収益的収入 1,296,200 1,265,181 97.6

　〃　支出 1,479,100 1,407,160 95.1

資本的収入 755,600 769,461 101.8

　〃　支出 1,161,375 1,138,789 98.1

収益的収入 2,434,247 2,432,150 99.9

　〃　支出 2,434,747 2,376,416 97.6

資本的収入 497,415 413,988 83.2

　〃　支出 617,207 600,898 97.4

収益的収入・支出　・・・ 1年間の通常業務にかかる事業の収入と支出

資本的収入・支出　・・・

公  共
下水道
事  業

病  院
事  業

■一般会計 福祉・教育・道路整備など地方公共団体が実施すべき基本的な事業を経理
する会計のことです。

■特別会計 特定の事業を行うための歳入歳出を一般会計と区別して処理するために、
条例に基づいて設置されている会計のことです。

■企業会計
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独立採算制を原則とする企業色の強い事業を行う場合に、地方公営企業法
の規定を設けて設置されている会計のことです。資本的収支において生じ
た資金不足については、内部留保資金で補てんしています。

24年4～3月中増減

区分

サービスの維持・拡大のための建設改良費や企業債収入など、収入支出の効
果が将来にわたるもの

区分

区分

限度額

企

業

会

計

特

別

会

計

企

業

会

計

24年4～3月中増減

議会費, 4,171

円 

総務費, 

44,152円 

民生費, 

151,097円 

衛生費, 

30,402円 労働費, 400

円 

農林水産業

費, 8,219円 

商工費, 

16,669円 

土木費, 

98,860円 

消防費, 

10,013円 

教育費, 

43,036円 

災害復旧費, 

10円 

公債費, 

73,301円 

諸支出金, 

12,154円 

予備費, 

161円 


